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 平成30年7月豪雨は鹿野川ダムの計画規模を上回る降雨が観測され、管理開始以降、初めて

サーチャージ水位を超過するとともに、最大流入量・最大放流量はいずれも既往最大流量とな

った。 
 今回の豪雨による洪水調節実施後の貯水位低下時において、久下（ひさげ）地すべり箇所で

顕著な変動が観測されたため現地巡視等の監視体制の強化、貯水位低下速度の調整、住民避難

の要請等を行った。また、出水後には現地での変状を確認し、観測データと併せた災害申請が

採択され、抜本的な対策を行っているところであり、これらの、一連の対応をとりまとめて報

告する。 
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1. 鹿野川ダム貯水池地すべりの概要 

 
鹿野川ダムは、愛媛県を流れる一級河川肱川に

建設された昭和34年竣工の重力式コンクリートダ

ムであり、昭和35年に建設省より愛媛県に管理移

管された。その後、鹿野川ダム改造事業のため、

平成18年から国土交通省が管理している。 
鹿野川ダム貯水池の周辺では初期湛水時から地

すべり変動が確認されており、愛媛県による地す

べり対策がなされている。国土交通省に管理移管

してからは、鹿野川ダム改造事業に伴う貯水池運

用変更の影響を検討するため、観測機器を設置し、

斜面監視を継続している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 鹿野川ダム貯水池図（ダムと久下地区の位置関係を示す） 

 
近年の鹿野川ダムの貯水池地すべりは、出水時

の貯水位変化に伴い、2mm／月未満（貯水池周辺

の地すべり調査と対策に関する技術指針（案）

（以下、指針）では変動C程度）の軽微な変動であ

り、顕著な地すべり変動は確認されていなかった。 
しかし、平成30年7月豪雨はこれまでに経験したこ

とのない出水であり、洪水調節後の貯水位低下等

で久下地区において顕著な地すべり変動（指針で

は変動A）が確認された。 
 

2．平成30年7月豪雨時の鹿野川ダムの状況 

 
平成30年7月豪雨は、平成30年6月末から7月上旬

にかけての台風第7号及び梅雨前線による記録的な

豪雨であり、鹿野川ダム地点の降水量（図2の時間

雨量）は、最大24時間雨量（7月6日12時～7月7日
11時）で251mm、最大時間雨量（7月7日7時）は

47mmを記録した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2 平成30年7月豪雨時の鹿野川ダムの状況 

最大流入量 毎秒3800m3 

最大放流量 毎秒3742m3 
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データ確認状 現地施設設置状

月日 時刻 対応内容

7月11日 9:50

久下上流ブロック BVHJ-11で変動Aを確認
ダム貯水位を維持するよう連絡
地すべり初動対応の方針検討開始
観測態勢強化のため地盤伸縮計の手配依頼及び巡視指示

10:37
大洲土木、西予土木、大洲市肱川支所、西予市野村支所に情報提供
（久下地区で地すべり変動を確認した）

11:00 地すべり初動対応の方針について、貯水位維持を継続し、様子を見る
11:30 地盤伸縮計3基の確保完了

12:20
ゲート放流終了　ジェットフローゲート（10m3/s）+放水バルブ（10m3/s）に切
り替え

13:00 2.606mm/日（変動A）観測
13:50 巡視結果　変状なし　15時以降は1時間毎に巡視を決定。
18:00 久下上流地区の住民に対し、自主避難いただくよう肱川支所に連絡。
19:00 肱川支所リエゾンより連絡。自主避難の呼びかけ終了。

7月12日 9:14
大洲土木、西予土木、大洲市肱川支所、西予市野村支所に情報提供
（地すべり変動が鈍化し、以降も監視を継続する。）

9:34
肱川支所に、変動は鈍化しているものの当面は避難を継続していただくよう
連絡。

7月13日 毎時 定時巡視報告（変動無し）

9:11
巡視（クラックピン）結果　7月13日21時から7月14日9時までの毎正時観測
の報告を受ける。20時より変動無し

7月14日 11:21 巡視結果、変動が落ち着いたため現地巡視終了
14:00 全ての体制解除（関係機関に連絡、自主避難解除）

鹿野川ダムでは、管理開始以降、初めてサーチ

ャージ水位（ EL.89.00m）を超過する水位

（EL.89.63m）まで洪水を貯留するとともに、最

大流入量（3800m3/s）・最大放流量（3742m3/s）
はいずれも、既往最大流量となった（図2）。 

 

3．地すべり初動対応の状況 

   
久下地すべり箇所（図3）で顕著な地すべり変動

が確認されたのは、7月11日午前9:50であり、この

時刻より事務所の地すべり初動対応を開始した。   

初動対応は7月14日14:00まで続き、その間の対応を

以下の表に示す（表1）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表1 時系列対応表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鹿野川ダムでは、改造工事後の貯水池運用に備

えて、経年的に地すべり変動が確認されている地

区に、WEB上で変動量がリアルタイムで確認可能

な観測機器を設置（図4）するとともに、貯水池地

すべりの管理基準（図5）や緊急時の連絡フローを

作成している。今回の地すべり対応では、上記の

観測データや管理基準をもとに、主に現地巡視等

の監視体制の強化、関係機関との情報共有、貯水

位低下速度の調整、住民避難の要請を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図3 久下地区と周辺の監視状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4  地すべり自動観測機器 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図5 試験運用時の貯水池地すべりの管理基準 



 1）貯水位低下速度の調整 
   地すべり変動が継続し、地すべり崩壊につなが

ることを防ぐため久下地区の地すべり変動を沈静

化させる必要があった。しかし、地すべり変動が

確認されたとき鹿野川ダムでは次の出水に備え、

貯水位を低下させるために放流しており、これ以

上の地すべり土塊への負荷を加えないため、応急

対応として貯水位を維持するよう連絡した。また

同時に、地すべりの沈静化に向けた方針を決定す

るため、鹿野川湖周辺の地すべり解析を担当する

業者と協議し、早急な検討を行った。 
指針では、湛水に伴う地すべりの発生要因とし

て、地すべり土塊の水没による浮力の発生や貯水

位の急速な下降による残留間隙水圧の発生があげ

られていること。また、今回の地すべりは貯水位

の急速な低下が要因の一つと考えられたことから、

貯水位の維持を継続し、地すべりの様子を見るこ

ととした。 
 2) 監視体制の強化 
   地すべりの変動量、周辺構造物への影響等を詳

細に監視するため観測業者に指示し、現地巡視や

地盤伸縮計（地すべり観測機器）の手配をすると

ともに、WEB上で地すべり変動の状況を24時間監 
視した。現地巡視の第1報は対応を開始してから4
時間後であり、地すべり変動が変動Aを示す間は毎

時間観測することとした。 
 3）関係機関との情報共有 
   鹿野川ダム湖周辺には多くの民家や国道、橋梁

等の構造物があり、地すべり変動が活発になると

道路の通行止めや住民避難等の措置が必要となる。

そのため、関係機関である大洲市や西予市、愛媛

県の土木事務所と密に連絡を取り合い、地すべり

変動箇所、変動状況等を共有することで、いつで

も迅速な対応が出来るよう努めた。 
 4）住民自主避難の要請 
   ダムがゲート放流を終了し、貯水位維持に切り

替えてから6時間ほど経過しても地すべり変動が継

続していたため、関係する住民に自主避難を呼び

かけるように大洲市に依頼した。地すべりの状況

について情報共有していたこともあり、1時間ほど

で呼びかけが完了したとの連絡があった。 
 

４．その後の対応 

 

   指針では、ダム運用時において、変動Aが観測さ

れた場合には速やかに必要な対策を講じる必要が

あるとされている。今回の地すべり変動で、久下

地区は変動Aの挙動を示したため、対策工を検討し、

地すべり災害の軽減につなげる必要があった。そ

こで、本案件を災害復旧事業化し、対策工（集水

井、アンカー工）を施工することにより、今後の

安全性を確保するため、災害申請を実施した。 
   災害申請は、今回出水の異常性及び被災規模、

対策の必要性等から採択され、平成30年11月より

工事に着手した。以下に申請をするために行った

被災状況整理及び地すべり対策工の検討について

述べる。 
1）被災状況及び地すべり変動要因の確認 
  災害申請を行うため、現地の被災状況及び地す

べり変動の要因を確認した。被災状況については、

現地の道路や擁壁にできているクラックを撮影

（図6）し、発災前の状況と比較した。変動の要因

については、地すべり変動、地下水位、貯水位、

降雨等のデータを比較し、以下の3つであることを

確認した。 
 ①降雨により地すべりブロック上の法面が崩壊

（図7） 
②降雨・崩壊により地すべりブロックが不安定化 

 ③貯水位低下時に地すべりブロックが変動（図8） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6  路面上クラックの比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図7 降雨による崩壊箇所と地すべりブロックの位置関係 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 2）地すべり対策工の検討 

久下地区には住居があるため計画安全率を1.15に
設定して対策工を検討した。 
対策工の選定について、施工性、工期、施工後

の安全性、環境負荷の面から地下水排除工及びア

ンカー工（図9、図10）とした。 
施工完了時期については、今年の出水期までに

斜面の安定性を確保（安全率1.0）することを目標

とした。 
現在、現場では地下水排除工の施工が完了し、

安全率1.0を確保できた。今後はアンカー工の施工

を行っていく予定である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図9 地すべり対策工図案 平面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図10 地すべり対策工図案 断面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．考察 

 

  今回の地すべり対応においては、事前に管理基

準を作成しており、初動対応段階で関係機関や業 
者との情報共有、協議が円滑に行えたため、スム

ーズな事後対応への移行、地すべり災害による影

響の軽減につなげられたと考える。 
  一方で、この事例により今後の課題としてあげ

られる項目が２つある。 
  １つ目は、地すべり災害対応体制の解除のタイ

ミングである。体制解除については、多種多様な

状況が想定されることから基準を定めることが難

しいが、それ故、必要の無い体制の長期化が発生

する場合がある。今回の事例のように自主避難者

が存在する場合などは、体制の長期化による関係

者の負担増大が考えられることから、具体的な体

制解除基準が必要だと考えられる。 
  2つ目は、事務所内の地すべり災害対応体制の計

画である。現在、鹿野川ダム湖周辺での地すべり

災害は山鳥坂ダム工事事務所の防災計画に入って

おらず、対応する人員は、地すべり調査担当ライ

ンでの作業となっている。地すべり活動が活発な

ときなどは24時間監視が必要になるなど個人にか

かる負担が大きいため、人員配置計画を検討して

おく必要がある。 
  今後は、上記課題点の改善について検討を行い、

適切な地すべり対応に努めたい。 

図8 降雨、貯水位、地すべり変動量の相関図 


